
質問No. 質問 回答

1
仕様書：７「委託事業の内容」について
対象スポーツ団体の選出のための第３者委員会の組成は委託事業者が主体
となって進めるものか？

ご認識の通り、受託事業者様が主体となって第３者委員会を組成していただ
きます

2
総合評価基準について
総合評価基準の中の「価格と同等に評価できない項目」とはどのような定義
か？

明確な定義はございませんが、「創造性」「新規性」「固有性」等に係る項目が
これに当たるとしており、基準書の中の「１-１　実施内容」を当該項目として
設定しております。
本事業に対する取り組み内容そのものを評価する項目がこれにあたります。

3 仕様書：７「委託事業の内容」について
支援対象となる「プロスポーツ団体」とはチーム及びリーグも含まれるか ご認識の通り、リーグとチームどちらも想定しております

4
仕様書：７「委託事業の内容」について
支援対象となる「プロスポーツ団体」の範囲はどこまでが含まれるか？
クラブチームは不可か？

プロスポーツ団体及びNF団体・実業団・クラブまで想定しております
委託事業者決定後、具体的な範囲・基準は設定させていただきます

5
スケジュールについて
受託事業者決定の後、支援対象となるプロスポーツ団体の募集・採択をするス
ケジュールか？

ご認識の通りでございます。

6 仕様書:２「事業の目的」について
スタジアムアリーナガイドブック第3版参照とあるが、第3版はいつ頃公開予定か ５月初旬公開を予定しております

7
仕様書：７「委託事業の内容」成果物について
公開される成果物において、クラブ・リーグの個人情報・機密情報はどの程度公
開・共有される予定か

個人が特定されるような情報・対象団体の機密情報の公開は致しません
対象団体に支障のない範囲での公開を想定しております

8 仕様書：９「応札者に求められる要件」について
「＊」印の箇所は全て必須要件の認識でよいか

仕様書に一部誤りがございました。
４/２２公開分で仕様書を差し替えておりますのでそちらをご参照ください

9 仕様書：７「委託事業の内容」について
対象スポーツ団体の公募は第三者委員会が行うのか

受託事業者様がスポーツ団体の公募を行い、その後の審査を第三者委員会
に実施していただきます

10 事前にスポーツ団体に対して公募参加の協議・説明を行い、参加を促すことは
可能か 問題ございません



11 スポーツ団体選出にあたり、選考基準等はあるか 明確な基準はございませんが、選考にあたっては、事業開始後スポーツ庁と協
議の上進めていく予定です

12
本事業を協業で実施する場合について
協業先がプロスポーツ団体を運営している場合、運営先のプロスポーツ団体は
公募対象外になるか

明確な基準はございません。
ただし、公募・選出の際は公平性の担保できる方法で実施するよう、スポーツ
庁と協議の上進めていきます

13
入札説明書：競争参加資格(６)について
参考見積額は、文部科学省競争参加資格(全省庁統一資格)における「役
務の提供等」の等級(A～D)ごとの上限額内での提出か

等級による上限額はございません。
ただし「役務の提供等」にA,B,C,Dのいずれかの資格があることが必須となりま
す

14
入札説明書：競争参加資格(６)について
文部科学省競争参加資格(全省庁統一資格)における「役務の提供等」の等
級を申請中の場合、参加資格はあるか

入札書等提出時点で「役務の提供等」の等級(A～D)を保有している事が必
須条件となります。
令和７年５月２日(金)の入札締め切り日までに、資格を取得ください

15 仕様書：7　委託事業の内容について
選出したプロスポーツ団体の推進支援と進捗管理はどのように進めるか

受託事業者様からプロジェクトマネージャーを配置していただき、その方を中心に
進めていただきます

16

賃上げ実施表明について下記３点が認められるか
*事業年度で令和６年度から令和７年度の比較であること
*執行役員及び管理監督者を除き、且つ、比較対象期間の全期間にお
　いて継続して雇用している従業員を対象とすること
*対象の賃金を月例給(基本給+みなし時間に相当する手当)のみとするこ と

３点とも認められます

17 委託契約書：第１５条　概算払いについて
本事務局支援相当額、及び外注費分における概算払いは認められるのか

スポーツ庁が必要と認めた場合、スポーツ庁と財務省の協議の上概算払いの
可否を決めます。

18
再委託について
受託事業者の子会社・関連会社を再委託先とすることは可能か。
またその場合、手続き方法はどのようにすればよいか

子会社・関連会社を再委託先とすることは可能です。
再委託については、受託事業者が決定し契約締結までの期間であれば、事業
実施計画書に再委託に関する必要事項が記載されていれば認められます。
契約締結後に再委託を希望する場合は、指定の申請書を提出の上、スポー
ツ庁が承認すれば認められます。
ただし100%再委託は認められません。

19
仕様書：７　委託事業の内容について
プロスポーツ団体への支援相当額及び外注費用は事業規模５１，１２３
千円に含まれるか

ご認識の通りでございます。
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